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発行価格、処分価格及び売出価格等の決定に関するお知らせ 

 

 平成 23 年 10 月 17 日開催の当社取締役会において決議いたしました新株式発行及び自己株式の処分

並びに当社株式の売出しに関し、発行価格、処分価格及び売出価格等が下記のとおり決定されましたの

で、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．公募による新株式発行（一般募集） 

(１) 発行価格（募集価格）  １株につき 77,760 円

(２) 発 行 価 格 の 総 額  634,443,840 円

(３) 払 込 金 額  １株につき 73,305 円

(４) 払 込 金 額 の 総 額  598,095,495 円

(５) 増 加 す る 資 本 金 及 び 増 加 す る 資 本 金 の 額 299,047,748 円

 資 本 準 備 金 の 額 増加する資本準備金の額 299,047,747 円

(６) 申 込 期 間  平成23年10月26日(水)～平成23年10月27日(木)

(７) 払 込 期 日  平成 23 年 11 月１日(火)

(注)引受人は払込金額で買取引受けを行い、発行価格（募集価格）で募集を行います。 

 

２．公募による自己株式の処分（一般募集） 

(１) 処分価格（募集価格）  １株につき 77,760 円

(２) 処 分 価 格 の 総 額  143,156,160 円

(３) 払 込 金 額  １株につき 73,305 円

(４) 払 込 金 額 の 総 額  134,954,505 円

(５) 申 込 期 間  平成23年10月26日(水)～平成23年10月27日(木)

(６) 払 込 期 日  平成 23 年 11 月１日(火)

(注)引受人は払込金額で買取引受けを行い、処分価格（募集価格）で募集を行います。 

 

３．株式売出し（オーバーアロットメントによる売出し） 

(１) 売 出 株 式 数  1,500 株

(２) 売 出 価 格  １株につき 77,760 円

(３) 売 出 価 格 の 総 額  116,640,000 円

(４) 申 込 期 間  平成23年10月26日(水)～平成23年10月27日(木)

(５) 受 渡 期 日  平成 23 年 11 月２日(水)
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４．第三者割当による新株式発行 

(１) 払 込 金 額  １株につき 73,305 円

(２) 払 込 金 額 の 総 額  （上限）109,957,500 円

(３) 増 加 す る 資 本 金 及 び 増 加 す る 資 本 金 の 額 （上限）54,978,750 円

 資 本 準 備 金 の 額 増加する資本準備金の額 （上限）54,978,750 円

(４) 申込期間（申込期日）  平成 23 年 11 月 17 日(木)

(５) 払 込 期 日  平成 23 年 11 月 18 日(金)

 

＜ご 参 考＞ 

１．発行価格（募集価格）、処分価格（募集価格）及び売出価格の算定 

(１) 算定基準日及びその価格  平成23年 10月 25日(火)  81,000 円

(２) デ ィ ス カ ウ ン ト 率    4.00％

 

２．シンジケートカバー取引期間 

平成 23 年 10 月 28 日(金)から平成 23 年 11 月 11 日(金)まで 

 

３．今回の調達資金の使途 

一般募集及び本件第三者割当増資に係る手取概算額合計上限 829,007,500 円については、全額

を平成 24 年５月末までの開発用土地の購入に充当する予定であります。 

 

以  上 


